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この安全報告書は、航空法第１１１条の６の規定に基づいて作成したものです。 
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１ 

 

 

はじめに 

 

平素は、東邦航空株式会社のヘリコプターや飛行機をご利用いただき誠にありがとうござ

います。 

 
当社は事業の安全を確保するため、会社が定めた安全憲章に掲げる安全最優先の方針の下、

経営陣並びに社員一人一人が常に高い安全意識を持って行動し、安全管理規程に基づいて

構築された安全管理体制を積極的に推進することで、安全のシステム作りや安全文化を確

立させる取り組みを行っております。 
また現場で発生した安全報告を積極的に収集分析して再発防止対策を策定するとともに、

適切なリスクマネージメントを行い、プロアクティブ対策を策定して事業の安全確保に役

立てております。 
さらに安全管理体制の常なる改善のため、経営陣は現場メンバーと充分な双方向コミュニ

ケーションを確保するとともに、安全管理体制の内部監査により見直しや改善を行い、新

たな計画や方針を決定し実行する、所謂ＰＤＣＡサイクルを適切に機能させ、事業の安全

確保に全社一丸となって取り組んでおります。 

 

私ども東邦航空株式会社を引き続きご愛顧を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 

 

平成２３年９月１日 

 

                              東邦航空株式会社 

                              代表取締役社長 

                                 宇田川雅之 
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１．輸送の安全を確保するための事業の運営の基本的な方針に関する事項 

 

私たちは、企業理念及び安全憲章を掲げ、全社員一丸となって、航空の安全確保に向け

て取り組んでいます。 

 

 

企業理念 

 

      安全安心を基礎に健全なる企業活動を通じて社会に貢献する。 

 

     「安全憲章」並びに「コンプライアンス憲章」に基づく企業活動を通じて 

     航空運送事業者としての企業価値の維持向上に努め、あわせてステーク 

ホルダーの全体最適を希求し、継続して社会の進歩発展に貢献する。 

 

    ・安全安心と信頼に心を添えた企業活動を展開する。 

    ・全社員の幸福を限りなく追求する。 

    ・常に運航技術、整備品質向上に努める技術集団を育成する。 

    ・誠実な姿勢で継続して事業活動を推進する。 

 

 

 安全憲章 

 

     我々は、 

     安全運航の確保を全てに優先し、 

     安全運航の維持が会社責務であり企業存続の礎であると捉え、 

     ここに安全運航の継続を誓う。 
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２．輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の体制に関する事項 

 

１）会社の組織概要 

  

 

                              

 

                              

 

 

 

 

               

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                

  

 

   －八丈島空港をベースにヘリコプターによるコミューター運航（東京愛らんどシャ

トル）を担当するコミューター室、お客様の窓口であります営業部、運航乗務

員、運航管理担当者の所属する運航部、運航部員を審査する査察室、整備士の

所属する整備部、会社の管理部門としての総務部があります。 

社長 
 取締役 
 

査察室 

コミューター室 

営業部 営業管理課 

営業課 

運航管理課 

訓練課 

飛行課 

運航部 

資材課 

管理計画課 

技術課 

検査課 

点検整備課 

運航整備課 

整備部 

総務部 
総務課 

経理課

 

管理課 
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   ２）会社の安全組織概要 

                    社長 

                              

 

 

 

                 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

－社長は安全に関する会社の最終責任者です。 

－安全統括管理者は会社の安全管理の取り組みを統括的に管理する責任と権限

を有しています。 

－総合安全推進委員会は社長の安全担当機関として設置され、会社の安全管理

の中枢を担っています。また内部部会として、航空安全推進部会、品質管理

推進部会、航空保安推進部会を包括し、会社の安全、品質、保安についての

総合的な安全推進をとり行います。 
     －総合安全推進委員会事務局は、総合安全推進委員会事務を所掌します。 

－飛行安全会議、整備安全会議、地上安全会議は、夫々の部門長が主管し、安

全確保並びに対策について検討します。 

 

社長 
取締役 

安全統括管理者 

総合安全推進委員会 
 
航空安全推進部会 
品質管理推進部会 
航空保安推進部会 

航空安全監査室 総合安全推進委員会 
      事務局 

航空機緊急対策本部 
 
事故調査委員会 

総務部門 
 
地上安全会議 

営業部門 
 

地上安全会議 

運航部門 
 
飛行安全会議 

整備部門 
 
整備安全会議 

各事業所等の航空保安安全推進員 
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     －航空安全監査室は運航業務全般にわたる安全に係わる組織、制度、規程など

の安全管理体制並びに運航整備等の業務が定められた手順に沿って実施され、

当該手順が有効に機能しているかを定期的にチェック、改善するため、内部

監査の計画、監査の実施、監査結果の評価を行います。 

 

  ３）安全組織の人数（社内兼務を含む） 

 

     －総合安全推進委員会      ６名 

     －総合安全推進委員会事務局   ４名 

     －航空安全推進部会       ４名 

     －品質管理推進部会       ４名 

     －航空保安推進部会       ４名 

－航空安全監査室        ４名 

－安全会議（主管者）      ６名 

 

  ４）運航乗務員、整備従事者、運航管理担当者の数 

 

     －運航乗務員         ４９名（機長数） 

       路線機長          ５名 

     －整備従事者         ８１名（有資格整備士） 

     －運航管理従事者       ４１名 

      路線運航管理者       ５名（航空法第７８条 資格者 ２名） 

                       （東京航空局認定者    ３名） 

       運航管理担当者      １５名 

       運航担当者        ２１名 

 

   ５）委託業務 

 

     伊豆諸島地域における路線を定めた旅客輸送において、運航管理補助業務並び

に地上旅客取扱業務を寄港地の島の役場等に委託しています。 

     当該業務に従事する各島の担当者は、必要とする無線資格取得者で且つ当社に

おける教育訓練を終了し運航担当者として発令を受けた者で、当社の運航基準

並びに安全基準に従って業務が実施されています。 
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３．日常運航の支援体制 

 

１）運航乗務員、整備従事者及び運航管理担当者の定期訓練及び審査の内容 

 

－運航乗務員については、運航に必要な知識及び技能、そして緊急時における

的確な対応措置がとれる能力を維持向上させるために定期的な訓練（年１回、

路線運航を担当する操縦士は機種毎）として学科訓練と飛行訓練を実施して

います。また、定期訓練とは別に定期審査が行われ、運航乗務員として運航

業務に従事するには、この審査に合格することが必要です。 

－整備従事者については、確認整備士に対して３年毎のリカレント訓練を実施

しています。 
         －運航管理従事者については、運航管理業務の知識及び新たな運航関連情報に 

ついてのフォローアップや技能の維持向上のため、定期的な訓練（年１回） 
を行っています。 

 
２）日常運航における問題点の把握とその共有、現場へのフィードバック体制 

      

－総合安全推進委員会において、運航業務全般にわたる安全対策上重要な課題

についての審議、確認、検討、決定を行い、各部門を通じて現場にフィード

バックしています。総合安全推進委員会事務局は、各部門から報告のあった

安全報告や不具合報告、ヒヤリハット情報としての自発的報告など、収集し

た情報を取り纏めて「安全情報」として社内周知、フィードバックしていま

す。「安全情報」は社内業務メールの他、社内イントラネットにデジタルシス

テムにて掲示され、どこでも閲覧、プリントができるようになっています。 

－本社にて日々開催される４部門（総務、運航、整備、営業）の総合ディリー

ミーティングにおいても、「安全情報」についての情報共有を図っています。 

－運航乗務員や運航管理担当者は、日々のモーニングブリーフィングとイブニ

ングブリーフィングにて「安全情報」を周知確認しております。 

     －日常の運航業務における機長報告や不具合報告、ヒヤリハット情報としての

自発的報告などは各部門にて検討対策して、部門内通知され、併せて総合安

全推進委員会事務局に報告しています。 
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   ３）安全に関する社内啓発活動等の取り組み 

 

     －総合安全推進委員会が、社内全般にわたる安全に係る予防措置を策定し、社

員の安全意識の高揚と、安全運航の徹底を図っています。 

     －飛行安全会議、整備安全会議、地上安全会議を開催し、安全確保並びに対策

についての情報交換や安全講習を実施しています。 

     －過去の航空事故の風化を防ぎ、また社員の安全意識の高揚、維持継続を図る

ため、社内イントラネット上に過去事故の社内開示を行っています。また、

過去に発生した航空事故については、毎年同日に「安全情報」として社員に

通知しています。 

 

 

４．使用している航空機に関する情報 

 

種類 航空機型式 機数 座席数
平均年間飛行時間

(H22年度)
導入(製造）

年月日
平均機齢

固定翼機 セスナ式 １７２Nラム型 1 4 88:05 1979/05/21 31.9

セスナ式 １７２P型 2 4 246:27 1981/06/18 27.3

平均計   3 －－ －－－ －－－ －－－

回転翼機 アエロスパシアル式 ＳＡ３１５ＢアルウェットⅢ型 2 5 382:49 1978/02/14 33.1

アエロスパシアル式 ＡＳ３５０B型 7 6 139:57 1986/09/03 21.7

アエロスパシアル式 ＡＳ３５０Ｂ２型 1 6 43:40 1991/08/14 19.6

ユーロコプター式 ＡＳ３５０Ｂ３型 1 6 484:10 2007/10/26 3.4

アエロスパシアル式 ＡＳ３５５Ｆ２型 4 6 84:53 1982/02/17 22.1

アエロスパシアル式 ＡＳ３５５Ｎ型 1 6 78:51 1993/03/10 18.1

アエロスパシアル式 ＡＳ３６５Ｎ１型 2 14 194:15 1988/01/27 22.7

アエロスパシアル式 ＡＳ３６５Ｎ２型 1 11 194:15 1990/12/21 20.3

アエロスパシアル式 ＡＳ３３２Ｌ型 1 23 412:45 1987/10/26 23.4

シコルスキー式 Ｓ-７６Ｃ型 2 11 539:20 2000/09/01 6.6

ユーロコプター式 ＥＣ１３５Ｔ１型 1 8 63:30 2000/07/20 10.7

ユーロコプター式 ＥＣ１３５Ｐ１型 1 8 42:05 1997/02/25 14.1

平均計   24 －－ －－－ －－－ －－－  
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５．運航状況に関する情報 

 

１）平成２２年度の伊豆諸島地域における路線を定めた旅客輸送の実績 

 

－運航機種別飛行時間 

      ・シコルスキー式Ｓ７６Ｃ＋型          ４６５時間２７分 

      ・シコルスキー式Ｓ７６Ｃ＋＋型         ５４８時間１４分 

     

２）区間別就航率 

 

区    間 計画便数 就航便数 就航率 

八丈島－青ヶ島 ７９０ ７０２ ８８．９％ 

八丈島－御蔵島 ７３０ ６８９ ９４．４％ 

三宅島－御蔵島 ７３８ ６９７ ９４．４％ 

三宅島－大 島 ７３７ ６９３ ９４．０％ 

大 島－利 島 ７４６ ６６２ ８８．７％ 

 

３）区間別搭乗率 

 

区    間 計画便数 就航便数 就航率 

八丈島－青ヶ島 ７９０ ７０２ ８８．９％ 

八丈島－御蔵島 ７３０ ６８９ ９４．４％ 

三宅島－御蔵島 ７３８ ６９７ ９４．４％ 

三宅島－大 島 ７３７ ６９３ ９４．０％ 

大 島－利 島 ７４６ ６６２ ８８．７％ 
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６．法第１１１条の４に規定に基づく報告に関する事項 

 

該当事例はありません 

 

 

７．平成２２年度に輸送の安全を確保するために講じた措置 

 

     －安全管理体制 

本社、支社、事業所毎に安全ミーティングを定期的に開催して意見交換を

行い、総合安全推進委員会において収集された不具合事例等の分析を実施

した上で部門間での共有化を図り安全情報として全社員に周知しました。 

 

     －運航部門 

       航空保安情報、運航安全情報、技術情報等運航の安全に係わる各種情報を

関係者に周知徹底を図るとともに、防災や物輸業務の担当者による安全会

議を開催し、活発な意見交換を行い安全意識の高揚を図りました。 

 

     －整備部門 

       不安全事象・不具合事項を周知する為、「東邦整インフォメーション」の発

行を行いました。 
       整備安全会議を開催し、不安全事象・不具合事項に対する再発防止策の再

確認およびエンジンメーカーのセミナー情報の共有を図りました。 
社内および外部によりヒューマンファクター教育を継続して実施しました。 

 

     －総務営業部門 

     安全会議を開催し、安全運航に対する意識の共有を図りました。 

 

 

８．平成２３年度における安全目標 

 
１）安全に関する経営目標並びに重点施策 

     ・事故絶無 
     ・安全管理規程の確実な実施 
     ・社内情報伝達体制の活性化 
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１０ 

   ２）部門別安全重点施策 
 
    （１）運航部門 

報告制度の環境を整備し報告しやすくすることによって報告件数の増加を

図るとともに、各部員から出された不安全事象等の報告を部全体で共有し、

その対策を検討することで安全に対する意識の改革を行い、安全運航に寄与

させる。 

 
    （２）整備部門 
       不安全事象報告のレスポンス向上（ヒヤリハット報告解析の充実）を図り、

原因（要因）分析を速やかに実施し、その対策を部内共有する。 

 
  （３）総務営業部門 

安全・安心な快適職場を構築するため、地上作業の安全ルール徹底により

労働災害ゼロを目指すとともに、メンタルヘルスチェックや安全衛生教育等

を実施し、職場環境の向上に努める。 

                                  以上 


